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目　的

自動体外式除細動器(Automated External 
Defibrillator; AED)の一般市民の使用については、
2004年7月に「非医療従事者による自動体外式除
細動器(AED)の使用について」が厚生労働省から
発出、認可された。その後、非医療従事者による
除細動により救命される命が増え、また市中に設
置されているAEDは着実に増加している1）。
AEDを有効に活用するためには、市民がAED

を含めた心肺蘇生法を知っていることが重要であ
り、AEDに数分以内にアクセスできる環境が大
切である。AEDがどこにあるかをもともと知っ
ていればよいが、知らなくてもすぐに検索できる
ことが大事である。しかしながら、AEDの情報
について現時点でWeb上に公開されている情報
には改善すべき点が多い2）。第一には位置の情報、
第二には使用可能な時間帯の情報、第三には情報
更新の問題などがあげられている。
また近年、小中学校や高等学校における保健体

育教育の中で一次救命処置の教育が行われ、教職
員を対象とした救命処置の研修もすすんでいる3）。
しかし大学において、救命処置の指導の状況につ
いては十分に調査されていない。また中学校や高
等学校において救命処置の教育が行われていて
も、心肺蘇生法の技能を維持するためには定期的

に講習を受ける必要がある4）。こうした社会情勢
の中、大学の役割として、AEDや救命講習につ
いてアクセスしやすいように積極的に情報発信し
ていることが望ましいと考える。こうした活動が
将来の社会人の育成という大学への社会的要請に
応えることにつながると期待する。
大学における学校救急や心肺蘇生法に関する卒
前教育に関する研究の一環として、今回、国立大
学がWeb上に発信しているAED設置や救命講習
などの情報の状況を調査した。学校救急情報への
アクセシビリティに関して、現状と課題について
検討した。

方　法

　全国立大学のうち総合研究大学院大学を除く85
大学を調査した。世界で最も利用されている検索
エンジンである「Google」5）を使用し、検索語と
して「大学名」と「AED」もしくは「大学名」
と「自動体外式除細動器」、「大学名」と「救命講
習」もしくは「大学名」と「心肺蘇生法」を入力
し、AEDの設置や救命講習などの情報の状況を
調査した。それぞれ500件まで検索した。AEDの
設置状況については当該大学以外の機関で公表さ
れている場合は除外した。調査期間は、2015年12
月1日から31日にかけて検索した。なお国立大学
の類型は、文部科学省HP内の国立大学の類型別・
地区別マトリックスによった6）。
統計解析はFisherの直接確率検定を用い、統計
解析ソフトウェアとしてStatFlexVer.6を使用し
た。P値は0.05以下を有意水準とした。
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方を掲載していた大学は2大学(5%)であり、講習
会の募集要項のみを掲載していた大学は4大学
(11%)であり、講習会後の報告書のみを掲載して
いた大学は13大学(34%)であり、19大学(50%)では
一次救命処置の講習会の情報を掲載してなかっ
た。大学の類型別では、総合大学の方が一次救命
処置の情報を有意に多く発信していた(p=0.035)。

考　察

今回の調査では、国立大学がWeb上に発信し
ている学校救急情報へのアクセシビリティに関す
る現状について、AED設置や救命講習などの情
報の状況を調査した。AED情報については74％
の大学で発信し、総合大学では85％、単科大学で
は61％であった。救命講習については63%の大学
で何らかの形で発信しており、総合大学では
72％、単科大学では50％であった。いずれの情報
も総合大学で有意に多く発信していた。
大学内においても学生・教職員が突然、倒れる
ことはいつでも起こりうる可能性があり、特に心
臓系の問題は生死につながる可能性が高い。その
対策の第一は学生・教職員の定期検診による予防
であるが、すべてを予測して予防することは困難
である。第二には救急体制の充実、第三には救急
蘇生教育の実施である。そのためには平時から心
肺蘇生法の技能を身につけていることが重要であ
る。非医療従事者にとっては、一次救命処置とし
て心肺蘇生法を実施するには講習を繰り返し受け
ていることが大切である。さらに有効に実施する
ためにはAEDの設置場所が周知されていること
が重要である。特に最近の情報化社会の中では、
救急事態に際してAED設置の情報などは情報機
器から検索することが想定される。
AEDの情報については、74％の大学で発信し、
総合大学では85％、単科大学では61％であった。
外部のWebでは、学内にAEDが設置されている
情報は提示されており、大学の住所地すなわち学

結　果

1) AEDの設置状況（図1）
85大学のうち60大学(71％ )でAEDの設置場所の

情報を文章と地図で掲載していた。3大学(3%)で
は文章・リストのみであり、22大学(26%)では説
明はなかった。外部のWebでは大学の住所地に
AEDが設置されている情報は提示されていたが、
学内のどこに設置されているかの情報や地図は得
られなかった。また総合大学では47大学のうち38
大学(81％ )でAEDの設置場所の情報を文章と地図
で掲載し、2大学(4%)では文章・リストのみであり、
7大学(15%)では説明はなかった。単科大学では38
大学のうち22大学(58％ )でAEDの設置場所の情報
を文章と地図で掲載し、1大学(3%)では文章・リ
ストのみであり、15大学(39%)では説明はなかっ
た。大学の類型別では、総合大学の方がAED情
報を有意に多く発信していた(p=0.010)。

2) 一次救命処置の講習会（図2）
85大学のうち53大学(63%)で一次救命処置の講
習会の情報を掲載していた。講習会の募集要項と
講習会後の報告書の両方を掲載していた大学は10
大学(12%)であり、講習会の募集要項のみを掲載
していた大学は16大学(19%)であり、講習会後の
報告書のみを掲載していた大学は27大学(32%)で
あり、32大学(37%)では一次救命処置の講習会の
情報を掲載してなかった。総合大学では47大学の
うち34大学(72%)で一次救命処置の講習会の情報
を掲載していた。講習会の募集要項と講習会後の
報告書の両方を掲載していた大学は8大学(17%)で
あり、講習会の募集要項のみを掲載していた大学
は12大学(25%)であり、講習会後の報告書のみを
掲載していた大学は14大学(30%)であり、13大学
(28%)では一次救命処置の講習会の情報を掲載し
てなかった。単科大学では38大学のうち19大学
(50%)で一次救命処置の講習会の情報を掲載して
いた。講習会の募集要項と講習会後の報告書の両
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図1 ： AEDの設置状況

図2 ： 救命講習の情報
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されている8）。最近では一般市民を対象として一
次救命処置を学ぶ機会が増えている。大学の役割
として、学生が一次救命処置の講習を受けること
ができる機会を多く持てるように、繰り返しの受
講を可能になるように推進していくことが重要と
考える。救命講習について積極的に情報発信して
いることが望ましい。
また今回の調査から、国立大学の中でも、総合
大学と単科大学では救急情報の発信に有意な違い
を認めた。最近、保健管理部門のWebの構成・
内容と大学類型との関連が比較検討され、違いが
あることが明らかにされている9）。救急情報の発
信は必ずしも保健管理部門のWebの中にあるわ
けではない。こうした救急情報の発信については、
学生のアクセシビリティに関して均霑化している
ことを期待したい。
大学がAEDや救命講習などの学校救急情報を
アクセスしやすいように発信していることは迅速
な救命処置につながることが期待される。長期的
な観点では、大学から社会に送り出す人材が「命
を守ること」のできる力を備え持つことにつなが
る。すなわち社会の構成者が、心肺蘇生法を知っ
ているべき市民であること、救命の連鎖を担える
人材であること、という社会的要請に応えるもの
と考える。
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内のどこかにAEDが設置されていることはわか
る。しかし、具体的に学内のどこの建物・どこの
入口にAEDが設置されているかの情報や地図は
得られなかった。迅速なアクセスにはもっと詳細
な情報、すなわち学内のどこの建物・どこの入口
にAEDがあるかの情報が重要である。また施設
内の設置にあたって重要なことは、3分以内の除
細動が可能な環境を整えることである7）。そのた
めに学内でAEDを有効に活用するためには、
AEDがどこにあるかを把握できるようなマップ
をWeb上に公開し、誰でも(学内の人間でああて
も学外の人間であっても)直近のAEDの所在を知
ることができることが大切である7）。それぞれの
大学ではAEDの設置場所などについて、学内の
案内図や入学時に配布するような冊子・配布物に
記載があるものと推測する。最近の情報化社会に
おいては、Web上へのAED情報の公開などの備
えが迅速な救命処置につながるものと考える。
AEDの情報について現時点でWeb上に公開さ

れている情報には改善すべき点が多い2）。第一に
は位置情報である。住所のリストだけでは不十分
であり、住所地のどこかにAEDが設置されてい
ることはわかっても、具体的にどこの建物のどこ
の入口にAEDが設置されているかの情報や地図
が重要である。広い敷地内や建物内のどこかにあ
るという情報では数分以内のアクセスは困難であ
る。第二には使用可能な時間帯の情報である。建
物の中にある場合、時間帯によって入口が施錠さ
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第三に情報更新の問題である。設置後の経過に
よってはAEDが使用できる状態にあるかはっき
りしない懸念もある。Web上へのAED情報の公
開にあたっては、これらの項目に留意しているこ
とが望ましい。
救命講習については63%の大学で何らかの形で

発信しており、総合大学では72％、単科大学では
50％であった。救命講習の情報について、外部か
らアクセスできるWeb上に全ての国立大学が情
報を発信しているわけではないことが明らかに
なった。しかし募集要項や報告書などの情報を掲
載していない大学においても救命処置の講習が行
われているものと推測される。Web上に講習会
の募集要項を掲載している大学が少ない理由とし
ては、大学の掲示板やメールなど学内限定の連絡
方法を通じて、講習会を周知していた可能性が考
えられる。
心肺蘇生法を有効に実施するには、講習を繰り

返し受けていることが大切である4）。心肺蘇生法
の講習を受講した医学部学生であっても半年後ま
で技能を維持することができたものは5％と報告
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